
 

 

○
厚
生
労
働
省
告
示
第
九
十
六
号 

生
活
衛
生
関
係
営
業
の
運
営
の
適
正
化
及
び
振
興
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）
第
五
十
六
条
の

二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
理
容
業
の
振
興
指
針
（
平
成
三
十
一
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
五
十
七
号
）
の
全
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
し
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。 

令
和
六
年
三
月
二
十
一
日 

厚
生
労
働
大
臣 

武
見 

敬
三 



 

 

理容業の振興指針 

 理容業の営業者（生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和 32 年法律第 164 号。以

下「生衛法」という。）第２条第２項において規定する営業者をいう。）が、理容師法（昭和 22 年法律第

234 号）等の衛生規制に的確に対応しつつ、現下の諸課題にも適切に対応し、経営の安定及び改善を図るこ

とは、国民生活の向上に資するものである。 

 このため、生衛法第 56 条の２第１項に基づき、理容業の振興指針を定めてきたところであるが、今般、

営業者、生活衛生同業組合（生活衛生同業小組合を含む。以下「組合」という。）等の事業の実施状況等を

踏まえ、営業者、組合等の具体的活用に資するよう、実践的かつ戦略的な指針として全部改正を行った。 

 今後、営業者、組合等において本指針が十分に活用されることを期待するとともに、新たな衛生上の課題

や経済社会情勢の変化、営業者及び消費者等のニーズを反映して、適時かつ適切に本指針を改定するものと

する。 

第一 理容業を取り巻く状況 

一 理容業の事業者の動向 



 

 

理容業は、頭髪の刈り込み、顔そり等により容姿を整えることから、国民の衛生的で快適な生活を確

保するサービスとして国民生活の充実に大いに寄与してきたところである。 

理容所の施設数は 112,468 施設（令和４年度末）であり、10 年前と比較して 17,742 施設の減となっ

ている。従業理容師数は 204,883 人であり、10 年前と比較して 33,203 人の減となっている（厚生労働

省『衛生行政報告例』による）。 

令和５年度調査において、従業者数５人未満の事業者は 96.9％で（平成 27年度は 87.0％）、経営者

の年齢については、60歳から 69歳の者の割合が 25.5％（平成 27年度は 31.1％）、70歳以上の者の割

合が 35.4％（平成 27年度は 32.2％）となっており、経営者の高齢化の状況が伺える（（公財）全国生

活衛生営業指導センター『生活衛生関係営業経営状況調査－令和５年４月～６月－』による）。 

経営上の課題としては（複数回答）、「客数の減少」を最も多くあげており、次に多い問題点として

は、「原材料費・諸経費の増加」、「客単価の減少」、「立地条件・環境の変化」、「人件費の上昇」

等となっている（（公財）全国生活衛生営業指導センター『生活衛生関係営業経営状況調査－特別調査

－』による）。 



 

 

また、日本政策金融公庫（以下「日本公庫」という。）が行った『生活衛生関係営業の景気動向等調

査結果（令和５年７～９月期）』において、理容業の経営上の問題点は、多い順に「顧客数の減少」

（50.2％）、「仕入価格・人件費等の上昇を価格に転嫁困難」（31.5％）、「客単価の低下」（18.8％）

となっている。 

従業員の過不足感としては、「適正」が 75.7％となっている一方で、「不足」が 21.2％となってい

る（日本公庫『雇用動向に関するアンケート調査結果（生活衛生関係営業の景気動向等調査・特別調査

結果 令和４年 10～12月期）』による）。 

また、令和元年 12 月に確認された新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－19）（以下「新型コロ

ナウイルス感染症」という。）の感染拡大は社会経済に大きな影響を与え、我が国の理容業も多大な影

響を受けたところである。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う事業への影響について、理容業の営業者で、売上が減少

したと回答した者は 95.8％で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の令和元年７～９月の同期比

の売上の減少幅は、「20％未満」が 71.6％、「20％以上 50％未満」が 27.1％、「50％以上 80％未満」



 

 

が 1.3％、「80％以上」が 0％となっている（日本公庫『生活衛生関係営業の新型コロナウイルス感染

症に関するアンケート調査結果（生活衛生関係営業の景気動向等調査・特別調査結果 令和４年７～９

月期）』による）。 

二 消費動向 

令和４年の１世帯当たりの年間の理髪料の平均支出額は 4,347 円で前年比 219 円の減で、平成 24 年

の支出額を 100 とした場合、令和４年の支出額は 83.6 となっている（総務省『家計調査報告』によ

る）。 

また、理容店１回当たりの費用は、「3,000～3,999 円」が 41.4％と最も多く、「4,000～4,999 円」

が 33.7％､「2,000～2,999 円」が 9.7％となっている（（公財）全国生活衛生営業指導センター『生活

衛生関係営業経営状況調査－令和５年４月～６月－』による）。平成 27 年は「3,000～3,999 円」が

53.7％と最も多く、「4,000～4,999円」が 17.3％､「2,000～2,999 円」が 14.6％となっている。 

三 営業者の考える今後の経営方針 

営業者の考える今後の経営方針としては（複数回答）、「接客サービスの向上」88.9％、「既存の商



 

 

品サービスの改善･強化」83.8％、「価格の再設定」80.6％、となっている（（公財）全国生活衛生営

業指導センター『生活衛生関係営業経営状況調査－特別調査－』による）。 

また、理容業を営む者が、新型コロナウイルス感染症収束後に予定している取組としては、「広報活

動の強化」が 30.9％、次いで「新商品、新メニューの開発」が 24.9％、「新たな販売方法の開拓」が

13.1％となっている一方、「特にない」が 47.0％となっている（日本公庫『生活衛生関係営業の新型

コロナウイルス感染症に関するアンケート調査結果（生活衛生関係営業の景気動向等調査・特別調査結

果 令和２年４～６月期）』による）。 

第二 前期の振興計画の実施状況 

都道府県別に設立された理容業の組合（令和４年 12月末現在で 47都道府県で設立）においては、前

期の理容業の振興指針（平成 31年厚生労働省告示第 57 号）を踏まえ、振興計画を策定、実施している

ところであるが、当該振興計画について、全５ヵ年のうち４ヵ年終了時である令和４年度末に実施した

自己評価は次表のとおりである。 

表 振興計画の実施状況についての各組合による自己評価 



 

 

  事業名 達成 概ね達成 主な事業 

1 衛生に関する知識及び意識の向

上に関する事業 

55％ 40％ ・衛生消毒等に関する講習会の開催 

・自主点検の実施 

・自主点検表、ポスター、ステッカーの配布 

2 サービス、店舗及び設備の改善

並びに業務の効率化に関する事

業 

30％ 38％ ・店舗特性を踏まえた改装や省エネ、福祉理

容対応の設備の導入投資 

3 消費者利益の増進に関する事業 43％ 50％ ・賠償責任保険への加入促進 

・講習会の開催 

・標準営業約款制度への登録促進 

・クレジットカードの導入促進 

4 経営マネジメントの合理化及び 50％ 37％ ・経営講習会、各種研修会の開催 



 

 

効率化に関する事業 

5 経営課題に即した相談支援に関

する事業 

57％ 37％ ・経営に関する相談会の開催 

6 営業者及び従業員の技能の向上

に関する事業 

28％ 47％ ・技術講習会の開催 

・競技大会の開催 

7 事業の共同化及び協業化に関す

る事業 

44％ 49％ ・共同購入の実施 

8 取引関係の改善に関する事業 33％ 44％ ・関連業界等との情報交換会の開催 

9 従業員の福利の充実に関する事

業 

32％ 62％ ・共済制度の加入促進 

・定期健康診断実施の促進 

10 事業の承継及び後継者育成支援

に関する事業 

43％ 48％ ・後継者育成支援のための研修会等の開催 

・青年部、女性部の育成 



 

 

11 少子高齢化社会等への対応に関

する事業 

35％ 43％ ・訪問福祉理容の推進 

・ケア理容師養成研修会の開催 

12 環境の保全及び省エネルギーの

強化に関する事業 

50％ 35％ ・クールビズヘアの推進 

・節電に関する啓発 

13 地域との共生（地域コミュニ

ティの再生及び強化（商店街の

活性化））に関する事業 

53％ 38％ ・地域イベントへの参加 

・ボランティア活動の推進 

14 禁煙等の対策に関する事業 58％ 29％ ・機関誌やパンフレット等による周知 

15  災害への対応と節電行動の徹底

に関する事業 

57％ 29％ ・被災事業者への支援 

・広報誌等での節電の啓発 

・防災講習会の実施 

16  最低賃金の引上げを踏まえた対 59％ 34％ ・機関誌やパンフレット等による周知 



 

 

応（生産性向上を除く）に関す

る事業 

17 働き方・休み方改革に向けた対

応に関する事業 

50％ 38％ ・機関誌やパンフレット等による周知 

 （注）組合からの実施状況報告を基に作成。 

なお、国庫補助金としての予算措置（以下「予算措置」という。）については、平成 23 年度より、

外部評価の導入を通じた効果測定の検証やＰＤＣＡサイクル（事業を継続的に改善するため、Plan（計

画）－Do（実施）－Check（評価）－Act（改善）の段階を繰り返すことをいう。）の確立を目的として、

「生活衛生関係営業の振興に関する検討会」の下に設けられた「生活衛生関係営業対策事業費補助金審

査・評価会」において、補助対象となる事業の審査から評価までを一貫して行う等、必要な見直し措置

を講じている。 

   このため、組合及び生活衛生同業組合連合会（以下「連合会」という。）等においても、振興計画に

基づき事業を実施する際は、事業目標及び成果目標を可能な限り明確化した上で、達成状況についても



 

 

評価を行う必要がある。 

   当該振興計画等の実現に向けて、組合、連合会等においては、本指針及び振興計画の内容について広

報を行い、組合未加入の営業者への加入勧誘を図ることが期待されている。 

   組合への加入、非加入は営業者の任意であるが、生衛法の趣旨、組合の活動内容等を詳しく知らない

新規開設者等の営業者がいることも考えられるため、都道府県、保健所設置市又は特別区（以下「都道

府県等」という。）は、営業者による営業の許可申請又は届出等の際に、営業者に対して、生衛法の趣

旨並びに関係する組合の活動内容、所在地、連絡先等について情報提供を行う等の取組の実施が求めら

れる。 

第三 理容業の振興の目標に関する事項 

一 営業者の直面する課題と地域社会から期待される役割 

理容業は、国民の衛生的で快適な生活を確保するサービスとして、国民生活の充実に大いに寄与して

きた。こうした重要な役割を理容業が引き続き担い、国民生活の向上に貢献できるよう、経営環境や国

民のニーズ、衛生課題に適切に対応しつつ、各々の営業者の経営戦略に基づき、その特性を活かし、事



 

 

業の安定と活力ある発展を図ることが求められる。 

また、新たな髪形の提案や、女性や子ども等の潜在的な需要の拡大のためのキャンペーン、メニュー

の開発を行うなど、21 世紀の理容業の姿を展望し、業界をあげて女性や若者の理容業のイメージ刷新

に取り組んでいくことが事業の活性化の観点からも重要となっている。 

さらに、高齢者や障害者等のニーズに的確に即応することで、理容業の営業者の地域住民が日常生活

を送るために必要なセーフティーネットとしての役割や地域における重要な構成員としての位置付けが

強化され、生活者の安心を支える役割を担うことが期待される。 

一方で、染毛剤、育毛・スキャルプトリートメント、脱毛等の安全性やアレルギー等への影響に対す

る消費者の関心も高くなっていることから、利用者に対し施術等の説明を十分に行い納得と安心感を提

供していくことが求められる。また、公衆衛生の見地から感染症の発生状況も踏まえた対策を行い、衛

生管理の徹底を図ることが求められる。 

また、理容所の多くは個人や家族経営の零細事業者であり、経営基盤の脆弱さや営業者の高齢化、こ

れに伴う後継者問題等の課題を抱えている。 



 

 

加えて、令和３年６月に障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25年法律第 65号。

以下「障害者差別解消法」という。）が改正され、民間事業者による障害者に対する合理的な配慮の提

供が義務化された（施行は令和６年４月１日）。民間事業者は、環境の整備として全ての消費者が店舗

を円滑に利用できるよう、ソフト、ハード両面におけるバリアフリー化及びユニバーサルデザイン化に

一層努めるとともに、障害者の個別の状況に応じて合理的配慮の提供を行う必要がある。 

各営業者は、これらを十分に認識し、利用者の安全衛生の確保、技術及びサービスの向上、消費者に

対する情報提供等に積極的に取り組むことにより、理容業に対する消費者の理解と信頼の向上を図るこ

とを目標とすべきである。 

また、新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響により、厳しい経営状況が続く中、価格転嫁や雇

用の維持・確保が難しい営業者も見受けられる。これらに対応するため、日本公庫の融資や国・自治体

の補助金・助成制度や税制優遇措置を積極的に活用して早期に業績回復を図る必要がある。 

 二 今後５年間（令和６年度から令和 10年度末まで）における営業の振興の目標 

１ 衛生問題への対応 



 

 

理容業は、頭髪の刈り込み、顔そり等利用者の皮ふに直接触れる営業であり、衛生上の問題に対し

て、特に注意を払わなければならない業種である。理容師は理容師法第９条に規定する措置を講じな

ければならず、理容所の開設者は同法第 12 条に規定する措置を講じなければならない。使用する器

具の消毒をはじめ、衛生上の危害を防止し、利用者に対して安全で良質なサービスを提供することは

営業者の責務である。 

新型コロナウイルス感染症については感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）の位置付けが５類感染症に変更され、政府

から営業者に対し、感染対策を一律に求めることはなくなった。以降は、他の感染症への対応と同様、

営業者による自主的な感染対策を行う。 

衛生課題は、営業者の地道な取組が中心となる課題と、新型インフルエンザへの対応のように、営

業者にとどまらず、保健所等衛生関係機関や都道府県生活衛生営業指導センター（以下「都道府県指

導センター」という。）等との連携を密にして対応すべき課題とに大別される。衛生問題は、営業者

が一定水準の衛生管理を行っている場合、通常、発生するものではないため、発生防止に必要な費用



 

 

及び手間について判断しにくい特質がある。しかし、一旦、衛生上の問題が発生した場合には、多く

の消費者に被害が及ぶことはもとより、営業自体の存続が困難になる可能性があることから、日頃か

らの地道な衛生管理の取組が重要である。 

また、こうした衛生問題は、個々の営業者の問題にとどまらず、業界全体に対する信頼を損ねるこ

とにもつながることから、組合及び連合会には、組合員、非組合員双方の営業者が自覚と責任感を持

ち、衛生水準の向上が図られるよう、継続的に知識及び意識向上に資する普及啓発や適切な指導及び

支援に努めることが求められる。 

とりわけ、地域で孤立する中小規模あるいは零細な営業者は重要な公衆衛生情報の把握が困難とな

る場合が考えられ、また、大規模チェーン店では経費節減を目的として衛生確保が損なわれないよう

注意が必要であることから、これら営業者に対する組合加入の促進や公衆衛生情報の提供が円滑に行

われることが期待される。 

さらに、管理理容師資格認定講習会については、店舗の管理者にふさわしい衛生管理に係る知識や

意識を点検し、その徹底を図るための重要な制度であり、新規受講対象者を中心に管理理容師の資格



 

 

取得を促していく必要がある。 

２ 経営方針の決定と消費者及び地域社会への貢献 

物価高騰、賃金引上げ等に対応するため、価格転嫁による経営状況の改善が求められる中で、近年

の個人所得の伸び悩みの中での低価格を売りものにするチェーン店の出現、理容サービスの利用頻度

の低下、若い男性の一部の美容所志向、髪型に対する需要の多様化による競争の激化等により経営環

境は厳しいものとなっている。 

こうした中で、営業者は、消費者のニーズや世帯動向、地域の特性等を的確に把握し、専門性や技

術力、地域密着、対面接客等の特性を活かし、競争軸となる強みを見出し、独自性を十分に発揮し、

経営展開を行っていくことが求められる。 

⑴ 消費者ニーズの把握と創意工夫による経営展開 

生活水準の向上に伴い、国民が生活の質的充実を志向する中で、理容業に対する要望も多様化・

高度化し、いわゆる癒し系（リラクゼーション）及び健康が重視される中で、消費者は、技術の質、

料金、施設及び設備、接客態度等を合理的に選好することにより、理容所の選択を行っている。こ



 

 

のため、一般の整髪、顔そり、洗髪等のサービスメニューを主体としつつ、さらに、全身エステ

ティック、育毛・スキャルプトリートメントなど、消費者の多様なニーズを踏まえた新たなサービ

スを積極的に採り入れ、サービスの多様化を図り、付加価値を高めていくとともに、「満足度」を

高め、「快適」に過ごし「優美」な気持ちで帰られるような個性のある店づくりを行うことが求め

られる。 

特に、女性客へのサービスとして、顔そり、フェイシャルマッサージなどの女性向けメニューに

加え、カットやパーマ、カラーなどのニーズの高まりに対し、技術だけでなく、女性の嗜好を捉え

た店づくりやきめ細かい接客が女性客の集客に必要となる。 

また、消費者の利益擁護の観点から、標準営業約款に従って営業を行い、提供するサービスや技

術、施設又は設備の内容等を適正かつ明確に表示することにより、消費者が営業者からサービスを

受ける際や商品を購入する際の、選択の利便性が図られることが期待される。 

⑵ 高齢者、障害者及び子育て世帯等への配慮 

人口減少、少子高齢化及び過疎化の進展は、営業者の経営環境を厳しくする一方、買い物の場所



 

 

や移動手段など日常生活に不可欠な生活インフラそのものを弱体化させる側面があることから、高

齢者や障害者、子育て・共働き世帯等が身近な買い物に不便・不安を感じる、いわゆる「買い物弱

者等」の問題を顕在化させる。地域に身近な営業者の存在は、地域社会に必要な商品及びサービス

を提供することにより、買い物弱者等になりがちな高齢者等から頼られる位置付けを確立し、中長

期的な経営基盤の強化につながることが期待される。 

特に、高齢化が進展する中で、在宅や老人福祉施設等で理容所に来店することが困難な高齢者等

が増加していくことが予想されることから、これらの者に対して訪問福祉理容サービスや送迎を実

施している営業者もある。理容サービスによって身だしなみを整えることは高齢者の気持ちを若返

らせ、心身をリフレッシュさせる上での方策である。 

こうしたシニア層向けのサービスの提供は、単に売上げを伸ばすだけでなく、地域社会が抱える

問題の課題解決や地域経済の活性化にも貢献するものであり、これら取組を通じた経営基盤の強化

により、大手資本によるチェーン店との差別化にもつながるものと期待できる。 

また、令和３年６月に障害者差別解消法が改正され、民間事業者による、障害者に対する合理的



 

 

な配慮の提供が義務化された（施行は令和６年４月１日）。民間事業者は、環境の整備としてソフ

ト、ハード両面におけるバリアフリー化及びユニバーサルデザイン化の取組に一層努めるとともに、

障害者の個別の状況に応じて合理的配慮の提供を行う必要がある。 

⑶ 省エネルギーへの対応 

エネルギー価格が高騰する中、節電などの省エネルギーによる経営の合理化、コスト削減、環境

保全に資するため、不要時の消灯や照明ランプの間引き、ＬＥＤ照明装置やエネルギー効率の高い

空調設備等の導入等を推進することが期待される。併せて、省エネの夏ヘアや冬ヘアといった体感

温度を考慮した工夫の取組も望まれる。 

⑷ 訪日・在留外国人への配慮 

人口減少を迎えている我が国において、国内外からの交流人口を生み出す観光は、成長戦略の柱、

地域活性化の切り札として期待されている重要な分野である。政府は今後の観光政策の方向性とし

て、インバウンドの回復や高付加価値化で持続可能な観光地域づくり等に取り組むこととしている。 

日本公庫の『インバウンド対応に関するアンケート調査結果（生活衛生関係営業の景気動向等調



 

 

査・特別調査結果 令和元年４～６月期）』によると、理容業の過半数がインバウンド対応に前向

きであるとの回答があった一方で、営業者が訪日外国人旅行者受入れの課題として特に多くあげて

いるものとして、外国語対応（「従業員の語学力の向上」（33.0％）、「メニューや施設内の案内

等の外国語表記の実施」（24.0％））や機械・設備の導入（「キャッシュレス決済の導入」（34.8

％））等がある。 

なお、今後の訪日外国人旅行者、外国人労働者及び在留外国人の増加を踏まえ、営業者において

も、外国語表記の充実や外国人とのコミュニケーション能力の向上、キャッシュレス決済等の導入

を図るなど、外国人が入りやすい店づくりが求められる。また、外国人客の選択の利便に資する外

国人対応理容店検索サイトの構築や、インターネット経由での観光情報の入手を容易にし、外国人

客の利便性を向上させるため、公衆無線ＬＡＮの環境整備が期待される。 

⑸ 受動喫煙防止対策への対応 

受動喫煙（他人のたばこの煙にさらされること）については、健康に悪影響を与えることが科学

的に明らかにされており、受動喫煙による健康への悪影響をなくし、国民・労働者の健康の増進を



 

 

図る観点から、健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）及び労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57

号）により、多数の者が利用する施設の管理者や事業者は受動喫煙を防止するための措置を講ずる

こととされている。国際的に見ても、「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」の締結国と

して、国民の健康を保護するために受動喫煙防止対策を推進することが求められている。これらの

ことから、理容業においても、受動喫煙防止対策の強化を図り、その実効性を高めることが求めら

れる。 

３ 税制及び融資の支援措置 

理容業の組合又は組合員には、生活衛生関係営業の一つとして、税制優遇措置及び日本公庫を通し

た低利融資を受ける仕組みがある。 

税制優遇措置については、振興計画に基づき組合が共同利用施設を取得した場合の特別償却制度が

設けられており、組合において共同研修施設の建設、共同車輌及び共同蓄電設備の購入時や組合の会

館を建て替える際などに活用することができる。 

融資については、対象設備及び運転資金について、振興計画を策定している組合の組合員である営



 

 

業者が借りた場合は、組合員でない営業者が借りる場合よりも低利の融資を受けることができる。ま

た、各都道府県の組合が作成した振興計画に基づき、一定の会計書類を備えている営業者が所定の事

業計画を作成して設備資金及び運転資金を借りた場合には、さらに低利の融資を受けることができる

振興事業促進支援融資制度が設けられており、特に設備投資を検討する営業者には、積極的な活用が

期待される。 

加えて、組合の経営指導を受けている小規模事業者においては、低利かつ無担保・無保証で融資を

受けることができる生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付が設けられており、積極的な活用が期待

される。 

三 関係機関に期待される役割 

１ 組合及び連合会に期待される役割 

組合は、公衆衛生の向上及び消費者の利益の増進に資する目的で、組合員たる営業者の営業の振興

を図るための振興計画を策定することができる。組合には、地域の実情に応じ、適切な振興計画を策

定することが求められる。 



 

 

組合及び連合会には、予算措置や独自の財源を活用して、営業者の直面する衛生問題及び経営課題

に対する適切な支援事業を実施することが期待される。 

事業の実施に際しては、有効性及び効率性（費用対効果）の観点から、計画期間に得られる成果目

標を明確にしながら事業の企画立案及び実施を行い、得られた成果については適切に効果測定する等、

事業の適切かつ効果的な実施に努めることが求められる。 

加えて、組合及び連合会には、振興指針及び振興計画の内容について広く広報を行い、組合未加入

の営業者への加入勧誘を図ることが期待される。広報を行う際には、組合活動への参画のイメージを

分かりやすく提示するとともに、日本公庫の組合員向けの融資制度を周知するなど、営業者の目線に

立った情報提供を行うことが求められる。 

また、事業効果を最大限発揮し事業成果を広く国民や社会に還元できるよう、都道府県指導セン

ター、保健所等衛生関係行政機関、日本公庫支店等との連携及び調整を行うことが期待される。 

２ 都道府県等、都道府県指導センター及び日本公庫に期待される役割 



 

 

営業許可申請等各種申請や届出、研修会、融資相談などの様々な機会を捉え、新規営業者をはじめ

とする組合未加入の事業者に対し、組合に関する情報提供を行うとともに、組合活動の活性化のため

の取組等を積極的に行うことが期待される。 

また、多くの営業者が経営基盤が脆弱な中小零細事業者であることに鑑み、都道府県指導センター

及び日本公庫において、組合と連携しつつ、営業者へのきめ細かな相談、指導その他必要な支援等を

行い、予算措置、融資による金融措置（以下「金融措置」という。）、税制優遇措置等の有効的な活

用を図ることが期待される。 

とりわけ、金融措置については、審査及び決定を行う日本公庫において営業者が利用しやすい融資

の実施、生活衛生関係営業に係る経済金融事情等の把握及び分析に努め、関係団体に情報提供すると

ともに、日本公庫と都道府県指導センターが協力して、融資手続や事業計画の作成に不慣れな営業者

への支援の観点から、融資に係るきめ細かな相談及び融資手続の簡素化を行うことが期待される。低

利融資制度については、各々の営業者の事業計画作成が前提とされることから、本指針の内容を踏ま

え、営業者の戦略性を引き出す形での指導を行うことが求められる。 



 

 

加えて、都道府県指導センターにおいて、組合が行う生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付に係

る審査を代行するなど、金融措置の利用の促進を図ることが期待される。 

３ 国及び公益財団法人全国生活衛生営業指導センターに期待される役割 

国及び公益財団法人全国生活衛生営業指導センター（以下「全国指導センター」という。）は、公

衆衛生の向上及び営業の健全な振興を図る観点から、都道府県等及び連合会と適切に連携を図り、信

頼性の高い情報の発信、的確な政策ニーズの把握等を行う必要がある。また、予算措置、金融措置、

税制優遇措置を中心とする政策支援措置については、営業者の衛生水準の確保及び経営の安定に最大

限の効果が発揮できるよう、安定的に所要の措置を講ずるとともに、制度の活性化に向けた不断の改

革の取組が必要である。 

国は都道府県等に対し、営業許可申請等各種申請や届出等の機会に組合未加入の営業者への組合に

関する情報提供や組合活動の活性化のための取組等を求めるものとする。 

また、全国指導センターにおいては、地域で孤立する中小規模あるいは零細な営業者のほか、大規

模チェーン店に対しても、組合加入の働きかけや公衆衛生情報の提供機能の強化を行うため、関係の



 

 

組合及び連合会との連携を促すための取組が求められる。 

さらに、消費者の利益擁護の観点から、標準営業約款制度の普及を図るため、営業者はもちろんの

こと、広く消費者に対する制度の普及・啓発活動の取組が求められる。 

第四 理容業の振興の目標を達成するために必要な事項 

理容業の目標を達成するために必要な事項としては、次に掲げるように多岐にわたるが、営業者に

おいては、衛生水準の向上等のために必須で取り組むべき事項と、戦略的経営を推進するために選択

的に取り組むべき事項の区別を行うことで、課題解決と継続的な成長を可能にし、国民生活の向上に

貢献することが期待される。 

また、組合及び連合会においては、組合員である営業者等に対する指導及び支援並びに消費者の理容

業への信頼向上に資する事業の計画的な推進が求められる。 

このために必要となる具体的取組としては、次に掲げるとおりである。 

一 営業者の取組 

１ 衛生水準の向上に関する事項 



 

 

   ⑴ 日常の衛生管理に関する事項 

理容業は、人の身体の一部である毛髪及び皮ふに鋭利な刃物を当て、又は化学薬品等を使用して

容姿を整える営業であり、人の身体の安全及び衛生に直接関わる営業である。このため、営業者及

び従業員は、理容師法等の関係法令を遵守することは当然のことであり、衛生上の問題発生の防止

及び衛生水準の一層の向上を図るため、衛生に関する専門的な知識を深め、常時、施設及び設備、

器具等の衛生管理に努めるとともに、各種器具、化学薬品、整髪剤等の適正な取扱い、毛髪など廃

棄物の適切な処理にも十分留意し、衛生管理の改善に取り組み、感染症、皮ふ障害等の発生を防止

するものとする。 

また、新型コロナウイルス感染症については感染症法の位置付けが５類感染症に変更され、政府

から営業者に対し、感染対策を一律に求めることはなくなった。以降は、他の感染症への対応と同

様、営業者による自主的な感染対策を行う。 

消費者の関心は、特に、肝炎、エイズ、新型インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症等の感

染症の発生状況や発生の可能性を踏まえた感染症対策の充実にある。また、小学生以下の児童には



 

 

アタマジラミの発生がしばしば見られることから留意が必要である。したがって、営業者は、皮ふ

に接するタオル及び布片並びにかみそり等刃物の消毒の徹底に努めるとともに、作業中は汚れの目

立ちやすい清潔な外衣の着用、顧客一人ごとの作業前後のうがい、手指の洗浄や消毒、つめの手入

れ、顔そり等の場合のマスクの着用等の衛生管理を徹底し、さらに、従業員の健康管理に十分留意

し、従業員に対する衛生教育及び指導監督に当たることが必要である。 

特に、新しい施術の実施に際しては、従業員に、その施術のやり方及びリスクを認識させ、利用

者に対してもより詳細な説明を行い、健康被害等の発生防止及び発生した場合の対応に配慮しなけ

ればならない。そして、これらの取組を利用者に分かりやすく伝えることが、利用者に納得と安心

感を提供するために最も重要である。 

⑵ 衛生面における施設及び設備の改善に関する事項 

営業者は、日常の衛生的管理の取組に加えて、店舗を衛生的に保つとともに、設備及び消毒器材

について定期的かつ積極的にその改善に取り組むことが重要である。 



 

 

また、消費者にとって安全及び衛生は最大の関心事項であるため、衛生管理を徹底した店舗であ

るとの印象を利用者に与えることが重要である。したがって、消毒器材等を利用者に見えやすい場

所に設置するなどの改善に取り組むことも必要である。 

２ 経営課題への対処に関する事項 

個別の経営課題への対処については、営業者の自立的な取組が前提であるが、多様な消費者の要望

に対応する良質なサービスを提供し、国民生活の向上に貢献する観点から、営業者においては、次に

掲げる事項を念頭に置き、経営改革に積極的に取り組むことが期待される。特に、家族経営等の小規

模店は、営業者や従業員が変わることはほとんどないため、経営手法が固定的になりやすい面がある

が、経営意識の改革を図り、以下の事項に選択的に取り組んでいくことが期待される。 

   ⑴ 経営方針の明確化及び独自性の発揮に関する事項 

現在置かれている経営環境や市場を十分に把握、分析し、自店舗の専門性や技術力、地域の特性

を踏まえ、強みを見出し、経営方針を明確化し、自店舗の付加価値や独自性を高めていくとともに、

経営管理の合理化及び効率化を図ることが必要である。 



 

 

ア 自店舗の立地条件、顧客層、サービスメニュー、資本力、経営能力、技術力等の経営上の特質

の把握 

イ 周辺競合店に関する情報収集と比較 

ウ ターゲットとする顧客層の特定 

エ 重点サービスの明確化 

オ 店舗のコンセプト及び経営戦略の明確化 

カ 経営手法、熟練技能、専門的知識の習得・伝承や後継者の育成 

キ 若手人材の活用による経営手法の開拓 

ク 地区、グループ単位の個性あるサービスの共同実施などの共同事業の推進 

ケ 都道府県指導センター等の経営指導機関による経営診断の積極的活用 

コ 地区、グループ単位の個性あるサービスの共同実施や共同仕入れなどの共同事業の推進 

サ 団体契約等コスト削減の取組の促進 

⑵ サービスの見直し及び向上に関する事項 



 

 

多様化する消費者のニーズやライフスタイル、世帯構造の変化等に的確に対応し、消費者が安心

して利用できるよう、サービス及び店づくりの充実や情報提供の推進に努め、利用者の満足度を向

上させることが重要であることから、以下の事項を選択的に取り組むことが期待される。なお、⑮

に関しては、障害者差別解消法の改正が令和６年４月１日に施行され、民間事業者も合理的配慮の

提供が義務化されることに留意する必要がある。 

ア サービスの充実 

① 主として若者を対象とした新しいヘアスタイルの提供 

② クールビズヘア、冷シャンプー等の社会性を配慮したメニュー 

③ 毛染め（カラーリング）、ネイルケア等のファッション性を重視するメニュー 

④ 女性向けサービスの提供 

⑤ 美顔を含めた身体全体のエステティック等の肌の管理を重視するメニューの提供 

⑥ シャンプーと頭皮ケア等の育毛・スキャルプトリートメントの提供 

⑦ アロマセラピー等のリラクゼーションメニュー 



 

 

⑧ 中高年齢者を対象としたヘアカウンセリング 

⑨ 毛髪や顔そり後の肌の手入れ等の知識の提供 

⑩ 子どもに配慮したサービスの提供 

⑪ 在宅や施設の高齢者等への訪問理容及び来店が困難な顧客の送迎 

⑫ ツーペ（かつら）の創作及び販売、特に病気や治療に伴う外見の変化のために使用する

ツーペへの対応 

⑬ マニュアルを超えた「おもてなしの心（気配り・目配り・心配り）」による温もりのある

サービスの提供 

⑭ 外国人に配慮したサービスの提供 

⑮ 障害者に配慮したサービスの提供 

⑯ 子育て世代に配慮したサービスの提供 

⑰ クレジットカード決済、電子決済の導入・普及 

イ 消費者のニーズやライフスタイルの変化等に対応した店づくり 



 

 

① 地域に根ざした中高年齢者や家族客等を顧客とする家族的な店、若者等を対象に多様なメ

ニューを提供する店などの店のコンセプトを踏まえた店づくり 

② リラクゼーションを重視した店の雰囲気づくり 

③ 高齢者や障害者にやさしい店づくり 

④ 地域住民が集えるサロンの提供 

⑤ 立地条件及び経営方針に照らした営業日及び営業時間の見直し 

⑥ インターネット等による予約等の実施 

⑶ 店舗及び設備の改善並びに業務改善等に関する事項 

営業者は、店舗及び設備の改善並びに業務の効率化等のため、以下の事項に取り組むことが期待

される。なお、各法令の遵守に留意する必要がある。 

ア 安全で衛生的な店舗とするための定期的な内外装の改装 

イ 各店舗の特性を踏まえた清潔な雰囲気の醸成 



 

 

ウ サービスの内容やメニューに合った快適な椅子、洗髪設備、毛髪診断設備、エステティックを

はじめとするリラクゼーションメニューのための設備 

エ 消費者の安全衛生及び従業員の労働安全衛生の観点からの店舗及び設備等の整備 

オ 訪問理容のための車両、携帯器具 

カ 高齢者、障害者等に配慮したバリアフリー対策の実施 

キ 環境保全の推進 

ク 節電・省エネルギーの推進 

ケ 経営の合理化・効率化のための改善 

コ 作業手順の標準化・見える化やコンピュータ・情報システムの導入等による業務の合理化及び

効率化 

サ 都道府県指導センターなどが開催する生産性向上等を図るためのセミナー等への参加及び業務

改善助成金等各種制度の活用 

シ 賠償責任保険への加入 



 

 

⑷ 情報通信技術を利用した新規顧客の獲得及び顧客の確保に関する事項 

営業者は、情報セキュリティの管理に留意しつつ、インターネット等の情報通信技術を効果的に

活用する等、以下の事項に選択的に取り組むことが期待される。 

ア インターネット等の活用による予約の受付、割引サービスの実施、異業種との提携 

イ ホームページの開設等、積極的な情報発信によるプロモーションの促進 

ウ 顧客情報のデータベース化等による適切な管理 

エ 誕生日や記念日などのダイレクトメールの郵送や広報チラシの配布 

オ クレジットカード決済、電子決済の導入・普及 

カ スマートフォンアプリ等を介したサービスの実施 

キ 外国人客に対応するための多言語音声アプリ等の活用 

⑸ 表示の適正化と苦情の適切な処理に関する事項 

営業者は、店外など消費者の見やすい場所にメニューとサービスごとの料金を明示すべきであり、

利用者にとって初めてとなるメニューの施術に際しては、十分な事前の説明を行うべきである。 



 

 

このため、営業者は、全国指導センターが定めるサービスの内容並びに施設及び設備の表示の適

正化に関する事項等を内容とする理容業の標準営業約款に従って営業を行う旨の登録をし、標識及

び当該登録に係る約款の要旨を掲示するよう努めるものとする。 

さらに、営業者は、事故が生じた場合には、適切かつ誠実な苦情処理と賠償責任保険等を活用し

た損害の補填を行い、顧客との信頼関係の維持向上に努めるものとする。 

⑹ 人材育成及び自己啓発の推進に関する事項 

理容業は、対人サービスであり、従業員の資質がサービスの質を左右することから、優秀な人材

の獲得及び育成を図ることが極めて重要な課題である。特に、若手従業員の育成及び指導を図ると

ともに、若者に魅力ある職場作りに努めることが必要である。 

したがって、営業者は、従業員が新しいヘアスタイルやネイルケア、エステティック等の新しい

メニューやサービス内容の拡充、機材や薬剤の進歩等に対応できるよう、技術面を向上させるとと

もに、接客技術、顧客への知識提供等の面での技能向上にも努める必要がある。また、安全衛生履

行の観点も含め、従業員に対する適正な労働条件の確保に努めるものとする。 



 

 

また、理容業の職業としての可能性や魅力を若者に伝える啓発活動も行っていくことが求められ

る。 

さらに、営業者は、後継者及び独立を希望する従業員が、経営、顧客管理、従業員管理等の技能

を取得できるよう、自己啓発を促すとともに、後継者及び従業員の人材育成に努めるものとする。 

二 営業者に対する支援に関する事項 

１ 組合及び連合会による営業者の支援 

組合及び連合会においては、営業者の自立的な経営改革を支援する都道府県指導センター等の関係

機関との連携を密にし、次に掲げる事項を中心に積極的な支援に努めることが期待される。また、支

援に当たっては、関係機関等が作成する、営業者の経営改善に役立つ手引や好事例集等を効果的に活

用すること、及び関係機関が開催する生産性向上等を推進するためのセミナー等に関して組合員に対

する参加の促進等必要な協力を行うことが期待される。 

⑴ 衛生に関する知識及び意識の向上に関する事項 



 

 

営業者に対して衛生管理を徹底するための研修会及び講習会の開催、衛生管理の手引の作成等に

よる普及啓発、毛髪及び肌の健康管理等に関する新技術の開発、衛生管理体制の整備充実、化粧品

の組合せによる事故防止並びに各種感染症対策等の情報提供に努めることが期待される。 

⑵ サービス、店舗及び設備の改善並びに業務の効率化に関する事項 

衛生水準の向上、経営マネジメントの合理化及び効率化、消費者の利益の増進等のため、サービ

ス、店舗及び設備の改善並びに業務の効率化に関する指導、助言、情報提供等を行い、業界全体で

新型コロナウイルス感染症や物価高騰などの影響による業績悪化からの回復を目指すとともに、今

後デジタル化が推進され、事業の効率化・高付加価値化が進むよう、高齢の営業者にも配慮したＩ

ＣＴの活用に係るサポート等、必要な支援に努めることが期待される。 

また、高齢者や障害者等の利便性を考慮したバリアフリーの店舗構造、高齢者や障害者等向けサ

ロン経営のあり方等の研究を行うことにより、営業者の取組を支援することに努めることが期待さ

れる。 

⑶ 消費者利益の増進に関する事項 



 

 

サービスの適正表示、営業者が自店の特質に応じ作成する接客手引の基本となるマニュアルの作

成、利用者意識調査、利用者を対象とした理容啓発講座の実施及び利用者の理容施術に対する正し

い知識の啓発のためのパンフレットの作成に努めることが期待される。 

⑷ 経営マネジメントの合理化及び効率化に関する事項 

先駆的な経営事例等経営管理の合理化及び効率化に必要な情報、地域的な経営環境条件に関する

情報並びに理容業の将来の展望に関する情報の収集及び整理並びに営業者に対するこれらの情報提

供に努めるものとする。さらに、関係機関との連携の下で、創業や事業承継における助言・相談の

取組の推進が期待される。 

⑸ 経営課題に即した相談支援に関する事項 

営業者が直面する様々な経営課題に対して、経営特別相談員による経営指導事業の周知に努める

とともに、これを金融面から補完する生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付制度の趣旨や活用方

法の周知が期待される。 

さらに、複雑な税制を営業者に分かりやすく周知し、税制に関する知識の普及を図り、経営改善



 

 

につなげることが期待される。 

⑹ 営業者及び従業員の技能の向上に関する事項 

新しいヘアスタイル、福祉理容、ヘアカウンセラー、美顔・全身エステティック等新しいサービ

スに関する講習会や技能コンテストの開催、ケア理容師等の連合会独自の技能資格制度の推進等に

よる、新しい顧客需要に対応した理容技術の向上及び普及啓発に努めることが期待される。 

⑺ 事業の共同化及び協業化に関する事項 

生活衛生関係営業は、大半が小規模・零細事業者である。少子高齢化、環境・エネルギー問題、

物価高騰等の課題が生じる中で、個々の事業者が単独で施設整備や技術力向上等を進めるには限界

があり、組合が中心となり、業界として、共同事業や協業化の取組を進めていくことが必要である。

このため、組合においては、地域との連携を図りつつ、諸課題に対応するための共同事業や協業化

の取組を行うことが期待される。その際、税制及び融資の支援措置を積極的に活用することが期待

される。 

⑻ 取引関係の改善に関する事項 



 

 

共同購入等取引面の共同化の推進、理容用品業界の協力を得ながらの取引条件の合理的改善及び

組合員等の経済的地位の向上に努めることが期待される。 

また、関連業界と連携を深め、情報の収集及び交換会の機会の確保に努めることが期待される。 

⑼ 従業員の福利の充実に関する事項 

従業員の労働条件整備及び労働関係法令の遵守に関する助言、作業環境の改善及び健康管理充実

（定期健康診断の実施等を含む。）のための支援、社会保険（医療保険、年金保険、介護保険及び

労働保険）の加入等に係る啓発、組合員等の大多数の利用に資する福利厚生の充実並びに共済等制

度（退職金、生命保険等をいう。）の整備及び強化に努めるものとする。 

また、男女共同参画社会の推進及び少子高齢化社会の進展を踏まえ、従業員の福利の充実に努め

ることが期待される。 

⑽ 事業の承継及び後継者育成支援に関する事項 

営業者の高齢化が急激に進んでいることから、事業の円滑な承継に関するケーススタディ及び成

功事例等の経営知識や各地域にある事業承継に関する相談機関及び最新の関連税制についての情報



 

 

提供、生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を

改正する法律（令和５年法律第 52 号。以下「改正法」という。）により措置された事業譲渡に係

る手続の整備についての情報提供、並びに後継者育成支援の促進を図るために必要な支援体制の整

備に努めることが期待される。 

また、次代を担う子どもや職業選択の時期にある若者に対して理容業の魅力を伝える広報や啓発

活動に努めることで、後継者の創出の基礎をつくっていくことが期待される。 

２ 行政施策及び政策金融による営業者の支援及び消費者の信頼の向上 

⑴ 都道府県指導センター 

組合との連携を密にして、以下に掲げる事項を中心に積極的な取組に努めることが期待される。 

ア 関係機関等が作成する手引や好事例集等を効果的に活用した、営業者に対する経営改善の具

体的指導、助言等の支援 

イ 消費者からの苦情及び要望の営業者への伝達 

ウ 消費者の信頼の向上に向けた積極的な取組 



 

 

エ 都道府県等（保健所）と連携した組合加入促進に向けた取組 

オ 生産性向上や業務改善を推進するためのセミナー等の開催 

⑵ 全国指導センター 

都道府県指導センターの取組を推進するため、以下に掲げる事項を中心に積極的な取組に努める

ことが期待される。 

ア 関係機関等が作成する手引や好事例集等、営業者の経営改革の取組に役立つ情報の収集、整理

及び情報提供 

イ 危機管理マニュアルの作成 

ウ 苦情処理マニュアルの作成 

エ 標準営業約款の登録の促進 

オ 効果測定の支援及び政策提言機能の強化 

カ 公衆衛生情報の提供機能の強化 

⑶ 国及び都道府県等 



 

 

理容業に対する消費者の信頼の向上及び営業の健全な振興を図る観点から、以下に掲げる事項を

中心に積極的な取組に努める。 

ア 理容師法等関係法令の施行業務等を通じた指導監督 

イ 安全衛生、苦情対応に関する情報提供その他必要な支援 

ウ 災害又は事故等における適時、適切な風評被害防止策の実施 

エ 営業者の経営改善に役立つ手引や好事例集等の作成・更新及び周知 

⑷ 日本公庫 

営業者の円滑な事業実施に資するため、以下に掲げる事項を中心に積極的な取組に努めることが

期待される。 

ア 営業者が利用しやすい融資の実施 

イ 生活衛生関係営業に係る経済金融事情等の把握、分析及び情報提供 

ウ 組合等と連携した経営課題の解決に資するセミナーの開催及び各種印刷物の発行による情報提  

 供 



 

 

エ 災害時等における速やかな相談窓口の設置 

オ 事業承継の相談窓口に関する情報提供 

第五 営業の振興に際し配慮すべき事項 

理容業においては、他の生活衛生関係営業と同様に、衛生水準の確保と経営の安定のみならず、時代

の要請である少子高齢化社会等への対応、営業者の社会的責任としての環境の保全及び省エネルギー

の強化、地域との共生、受動喫煙対策、禁煙等に関する対策、災害への対応及び従業員の賃金引上げ

に向けた対応、働き方・休み方改革への対応、サービス業界全体の活性化や生産性向上に向けた取組

の推進といった課題に応えていくことが要請される。こうした課題への対応は、個々の営業者が中心

となって関係者の支援の下で行われることが必要であり、これらの取組を通じて、現在、国連の国際

目標であり、我が国の政府や多数の企業・地方自治体・関係団体でも取り組まれているＳＤＧｓ（持

続可能な開発目標）に貢献し、地域社会に確固たる位置付けを確保することが期待される。 

一 少子高齢化社会等への対応 

１ 営業者に期待される役割 



 

 

営業者は、高齢者、障害者及び一人暮らしの者並びに子育て世帯及び共働き世帯等が住み慣れた地

域社会で安心かつ充実した日常生活を営むことができるよう、以下に掲げる事項を中心に積極的な取

組に努めることが期待される。 

⑴ 高齢者、障害者及び妊産婦の顧客等に配慮した店舗の積極的なバリアフリー対策の実施 

⑵ 子ども連れの顧客に対応した店内設備等の改善 

⑶ 在宅や施設への訪問理容 

⑷ 寝たきりの方や高齢者、障害者に配慮した理容施術の開発 

⑸ 身体障害者が同伴する身体障害者補助犬への適切な対応 

⑹ 障害者差別解消法の規定に基づく障害者への合理的配慮 

⑺ 従業員に対する教育及び研修の充実・強化 

⑻ 子育て世帯、共働き世帯等が働きやすい職場環境の整備 

⑼ 地域社会とのつながりを強化する観点も含めた地域の高齢者、障害者等の交流の場としての務め 

２ 組合及び連合会に期待される役割 



 

 

高齢者、障害者、妊産婦及び子ども連れの顧客等の利便性を考慮した店舗設計やサービス提供に係

る研究を実施する。 

３ 日本公庫に期待される役割 

高齢者、障害者、妊産婦及び子ども連れの顧客等の利用の円滑化を図るために必要な設備（バリア

フリー化等）導入時に、振興事業貸付等が積極的に活用されるよう、引き続き制度の周知等を図る。 

二 環境の保全及び省エネルギーの強化、リサイクル対策の推進 

１ 営業者に期待される役割 

    営業者は、将来に向けた持続可能な消費と生産のパターンを確保する社会的役割・責任が求められ

ており、限りある資源エネルギーや環境の保全、資源循環型社会を実現するため、以下に掲げる事項

を中心に積極的に取り組むことが期待される。 

⑴ 省エネルギー対応の空調設備、太陽光発電設備等の導入 

⑵ 節電に資する人感センサー、ＬＥＤ照明、蓄電設備等の導入 

⑶ 廃棄物の最小化、分別回収の実施 



 

 

⑷ 薬品、化粧品等の各種容器や廃液、毛髪等の廃棄物の適切な処置 

⑸ 温室効果ガス排出の抑制につながる施術及び省エネへの啓発 

⑹ クールビズヘア等の体感温度を下げるヘアスタイルやメニューの提案 

２ 組合及び連合会に期待される役割 

⑴ 省エネルギー、リサイクルの各取組方法の構築・普及啓発 

⑵ 廃棄物の最小化、分別回収の普及啓発 

⑶ 業種を超えた組合間の相互協力 

３ 日本公庫に期待される役割 

省エネルギー設備導入時に、振興事業貸付等が積極的に活用されるよう、引き続き制度の周知を図

る。 

三 地域との共生（地域コミュニティの再生及び強化（商店街の活性化）） 

１ 営業者に期待される役割 

営業者は、地域住民に対して理容業の店舗の存在、提供するサービスの内容並びに営業の社会的役



 

 

割及び意義をアピールするとともに、地域で増加する「買い物弱者等」の新たなニーズに対応し、地

域のセーフティーネットとしての役割や地域コミュニティの基盤である商店街における重要な構成員

としての位置付けが強化されるよう、以下に掲げる事項を中心に積極的に取り組むことで、地域コ

ミュニティの再生及び強化や商店街の活性化につなげることが期待される。 

⑴ 地域の街づくりへの積極的な参加 

ア 祭りや商店街による手作りイベント等共同事業の立案及び参加 

イ 地域・商店街の活性化を通じた地域生活者の「ふれあい」、「憩い」、「賑わい」の創出 

⑵ 「賑わい」や「つながり」を通じた豊かな人間関係（ソーシャル・キャピタル）の形成 

⑶ 福祉施設における訪問福祉理容の実施 

⑷ 共同ポイントサービス事業及びスタンプ事業への参加 

⑸ 地域の防犯（「理容こども 110番の店」など）、消防、防災、自殺防止、交通安全及び環境保護

活動の推進に対する協力 

⑹ 災害対応能力及び危機管理能力の維持向上 



 

 

⑺ 地震等の大規模災害が発生した場合における、地域住民への支援 

⑻ 暴力団排除等への対応 

⑼ 商店街の空き店舗の有効的活用 

⑽ 商店街運営店主との共同経営店舗の出店 

２ 組合及び連合会に期待される役割 

⑴ 地域の自治体等と連携し、社会活動の企画、指導及び援助ができる指導者を育成 

⑵ 業種を超えた相互協力の推進 

⑶ 地域における特色ある取組の支援 

⑷ 講習会の開催 

⑸ 自治会、町内会、地区協議会、ＮＰＯ、大学等との連携活動の推進 

⑹ 地域・商店街役員への理容業の若手経営者の登用 

⑺ 地域における事業承継の推進（承継マッチング支援） 

⑻ 地域、商店街活性化に資する組合活動事例の周知 



 

 

３ 日本公庫に期待される役割 

きめ細かな相談、指導、融資の実施のほか、改正法により措置された事業譲渡に係る手続の整備に

ついての情報提供等により営業者及び新規開業希望者を支援する。 

四 禁煙等に関する対策 

１ 営業者に求められる役割 

店舗内の禁煙の徹底及び喫煙専用室等の設置により受動喫煙を防止する。 

２ 組合及び連合会に期待される役割 

効果的な受動喫煙防止対策に関する情報提供を行い、併せて制度周知を図る。 

３ 国及び都道府県等の役割 

受動喫煙防止に関する制度周知や受動喫煙防止対策に有効な予算措置、金融措置等に関する情報提

供を行う。 

４ 日本公庫に期待される役割 

受動喫煙防止設備の導入時に、振興事業貸付等が積極的に活用されるよう、引き続き制度の周知等



 

 

を図る。 

五 災害への対応と節電行動の徹底 

我が国は、その位置、地形、地質、気象等の自然的条件から、台風、豪雨、豪雪、洪水、土砂災害、

地震、津波、火山噴火等による災害が発生しやすい国土となっており、継続的な防災対策及び災害時

の地域支援を含めた対応並びに節電行動への取組が期待される。 

１ 営業者に期待される役割（災害時は営業者自身の安全を確保した上で対応する） 

⑴ 災害発生前段階における防災対策の実施及び災害対応能力の維持向上 

⑵ 地域における防災訓練への参加及び自店舗等での防災訓練の実施 

⑶ 地域との共生により培っている近隣住民等の安否確認や被災状況の把握及び自治体等への情報提   

 供 

⑷ 地震等の大規模災害が発生した場合における、地域住民への支援 

⑸ 災害発生時における、被災営業者のみならず営業者全体による相互扶助と連携の下での理容師ボ

ランティア等の役割発揮 



 

 

⑹ 災害発生時における、被災営業者の営業再開を通じた被災者への支援、サービスの確保・充実及

び地域コミュニティの復元 

⑺ 従業員及び顧客に対する節電啓発 

⑻ 中長期の節電に資する省エネルギー対応の設備の導入 

⑼ 節電を通じた経営の合理化 

⑽ 電力制約下における新たな需要（ビジネス機会）の取り込み 

２ 組合及び連合会に期待される役割 

⑴ 営業者及び地域並びに災害種別を想定した防災対策への支援 

⑵ 同業者による義援金及び業務器材の支援をはじめ営業再開に向けての呼びかけ 

⑶ 災害発生時の被災者の避難誘導などを通じた帰宅困難者防止等への取組 

⑷ 被災した地域住民への理容ボランティアに関する呼びかけ 

⑸ 節電啓発や節電行動に対する支援 

⑹ 災害発生時の電源確保や節電に資する共同利用施設（共同蓄電設備等）の設置 



 

 

３ 国及び都道府県等の役割 

過去の災害を教訓とした防災対策や情報収集、広報の実施等、以下に掲げる事項を中心に積極的な

取組に努める。 

⑴ 過去の災害を教訓とした緊急に実施する必要性が高く、即効性の高い防災、減災等の施策 

⑵ 節電啓発や節電行動の取組に対する支援 

４ 日本公庫に期待される役割 

災害発生時には、被災した営業者に対し低利融資を実施し、きめ細やかな相談及び支援を行う。 

六 最低賃金の引上げを踏まえた対応（生産性向上を除く） 

最低賃金については、政府の目標として「2030 年代半ばまでに全国加重平均が 1500 円となることを

目指す」ことが示されていることから、以下に掲げる事項を中心に積極的な取組に努めることが必要

である。 

１ 営業者に求められる役割 

⑴ 最低賃金の遵守 



 

 

⑵ 業務改善助成金及びキャリアアップ助成金等各種制度の必要に応じた活用 

⑶ 関係機関が開催する最低賃金に関するセミナー等への参加を通じた最低賃金制度の理解 

⑷ 新たな環境等への対応 

     後継者育成、インバウンド対応等 

２ 組合及び連合会に期待される役割 

⑴ 最低賃金の制度周知 

⑵ 助成金の利用促進 

助成金等各種制度や関係機関が開催する最低賃金に関するセミナー等の周知を図る。 

   ⑶ 新たな環境等への対応 

     後継者の育成やインバウンド対応等の支援体制の整備 

３ 都道府県指導センターに期待される役割 

⑴ 最低賃金の周知 

従業員等の最低賃金違反に関する相談窓口（労働基準監督署等）の周知を図る。 



 

 

⑵ 助成金の利用促進に向けた体制の整備 

助成金等の申請に係る支援の周知や相談体制の整備を図る。 

⑶ 関係機関との連携によるセミナー等の開催 

労働局等との連携により経営相談事業等を実施するほか、関係機関との連携により最低賃金に関

するセミナー等を開催する。 

   ⑷ 新たな環境等への対応 

    ア 経営支援 

      営業者の法律・税務相談に対応できるよう、都道府県指導センターにおける相談体制の整備 

    イ 経営相談支援事業と連携した支援 

      働き方改革推進支援センターとの連携による経営相談事業等の実施及び最低賃金引上げに向け

た取組の支援 

４ 国及び都道府県等の役割 

⑴ 営業許可等を行っている自治体における事業者向け講習会等の機会を利用した周知 



 

 

⑵ 営業許可等の際における窓口での個別周知 

⑶ 関係団体だけでなく、研修会等を通じた助成金制度の周知 

５ 日本公庫に期待される役割 

従業員の賃金引上げや人材確保に必要な融資、事業承継時やインバウンド対応に必要な設備導入時

に、振興事業貸付等が積極的に活用されるよう、引き続き制度の周知等を図る。 

七 働き方・休み方改革に向けた対応 

従業員がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる職場環境をつくることで人材の確保に繋

がり、ひいては生産性の向上が図られるよう、営業者には長時間労働の是正や、雇用形態に関わらな

い公正な待遇の確保、また、職場のハラスメント対策に必要な措置を図ることが求められる。 

１ 営業者に求められる役割 

⑴ 時間外労働の上限規制及び月 60 時間超の時間外労働の割増賃金率の引上げへの対応による長時

間労働の是正 

⑵ 年５日の年次有給休暇の確実な取得 



 

 

⑶ 雇用形態又は就業形態に関わらない公正な待遇の確保 

⑷ 従業員に対する待遇に関する説明 

⑸ セクシュアルハラスメントやパワーハラスメント、カスタマーハラスメント等職場のハラスメン

ト対策 

２ 組合及び連合会に期待される役割 

相談窓口及び関係機関が開催するセミナー等の周知を図る。 

３ 都道府県指導センターに期待される役割 

相談窓口及び関係機関が開催するセミナー等の周知を図る。 

４ 国及び都道府県等の役割 

⑴ 営業許可等を行っている自治体における事業者向け講習会等の機会を利用した制度周知 

⑵ 営業許可等の際における窓口での制度周知 

⑶ 研修会等を通じた制度周知 

５ 日本公庫に期待される役割 



 

 

従業員の長時間労働の是正や非正規雇用の処遇改善に取り組むために必要な融資に、振興事業貸付

等が積極的に活用されるよう、引き続き制度の周知等を図る。 


